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～融雪装置付きトラック式ロータリー除雪車～ 
 

竹田 直人＊１ 
１．本論文の背景及び目的 

 当社が管理している東京外環自動車道（以下外環道）の

埼玉区間において、平成28年や平成30年の大雪により「堆

雪した雪による橋梁集水ます閉塞に伴う通行止め解除の遅

れ」や「路肩部（遮音壁区間）に堆雪した雪による染み出

し凍結対応」が発生した。除排雪作業は人力にて行ってい

るが、除排雪作業の早期化や路肩規制による安全性や作業

効率の懸念等課題が生じていた。これらの課題を解決する

ため、除排雪作業の機械化を目的としたトラック式ロータ

リー除雪車を導入したので報告する。 

 

２．外環道（埼玉区間）現状と課題 

 累計降雪量13cmの平成28年及び累計降雪量46.5cmの平成

30年の降雪時に次のような課題が生じていた。 

(1)路肩部への堆雪による集水ますの閉塞 

 雪により橋梁集水ますが閉塞した場合、気温上昇や降雨

により溶け出した雪の排水が円滑に出来ず、路肩部から走

行車線まで冠水する事象が発生し、雪氷対策作業を行って

いるネクスコメンテナンス関東（以下メンテ）だけでは対

応できなく、当社職員及びネクスコ東日本エンジニアリン

グ（以下エンジ）の人力にて集水ますの清掃及び走行車線

の排水処理を行った。（図-1）これらが完了するまで通行

止め解除が行えず、通行止め時間が長引いた。 

 

図-1 走行車線の冠水状況 

 

(2)遮音壁区間における路肩部への堆雪 

 外環道の埼玉区間は遮音壁区間が多く、日光が遮られる

ことから路肩部の雪が溶けにくい環境となっている。 

堆雪した雪の影響により、前述した冠水ほどではないが、

走行車線や追越車線に染み出しが発生し、夜間に路面凍結

する恐れがあることから、本線の路面が乾燥した状態でも

薬剤散布を行う必要があった。 

 薬剤散布回数が増加することで雪氷対策作業のための人

員確保や、薬剤による橋梁ジョイント部等構造物の劣化促

進といった課題が生じている。 

 

(3)路肩に堆雪した雪の除排雪作業 

 外環道における路肩に堆雪した雪の除排雪作業は2tトラ

ックに人力で積み込み作業を行い、運搬している。人力で

の積み込みは作業効率が悪く、かつ狭小区間である路肩部

での作業であるため、安全性にも課題が生じていた。（図

-2） 

 

図-2 人力による除排雪作業状況 

 

前述した外環道における雪氷対策作業の課題である

「路肩部への堆雪」及び「人力での除排雪作業」を解決す

べく車両の仕様を検討を行った。 

 

３．車両仕様の検討 

 前述した路肩部への堆雪や人力による除排雪作業の対応

は堆雪をさせないための早期除雪、機械化による除排雪作

業への対応は従前当社東北支社管内青森管理事務所でも同

様な検討を行い、図-3のような路肩仕様のロータリー除雪

車や図-4のような融雪機搭載車両を用いて対応を行ってい

たが、作業する際にロータリー除雪車、融雪機搭載車両、

後尾警戒車それぞれに作業員が必要であったことが課題と

なっていたため、今回の検討では1台で対応できる車両に

て行う方針とし、車両の条件は次のようにした。 
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図-3 ロータリー除雪車（路肩仕様） 

 

 

図-4 融雪機搭載車両 

 

(1)既製品の確認 

堆雪処理の除雪機械は除雪車やロータリー除雪車等既

製品があり、当社においても使用しているが、外環道の

埼玉区間は橋梁区間かつ遮音壁があるため、土工区間の

ような投雪は不可であること。 

(2)新規車両の開発 

 新規車両の開発や検討を行う場合は開発期間や新規機

器製作で時間を要すること。 

 

 以上から完全に新規ではなく、当社の既存標準仕様書

を活用して課題に対応できる車両の検討を実施した。 

 

４．トラック式ロータリー除雪車の構成及び動作 

(1)トラック式ロータリー除雪車の構成 

 今回導入したトラック式ロータリー除雪車の主な構成

は表-1及び図-5のとおりである。車両の仕様には当社の

維持補修用機械標準仕様書（以下公機仕）を準用した。 

 

 

 

 

 

表-1 車両構成 

車両構成 
課題へ

の対応 
準用基準 その他 

① 車両本体 - 
公機仕200 

大型万能車 

スライダ

ー部は実

績のある

ロータリ

ー除雪車

の後方積

込装置を

参考 

② ロ ー タ リ

ー 除 雪 装

置 

路 肩 部

へ の 堆

雪 

公機仕351 

ロータリー除

雪装置（万能

車用） 

③ 融雪装置 
人 力 除

排雪 
-  

 

 

図-5 車両全景 

 

(1)車両本体 

車両本体はロータリー除雪装置や融雪装置を取り付け

るために、様々なアタッチメントを取り付けることが可

能な公機仕200（大型万能車）を用いた。主な仕様は次の

とおりである。 

・オートマチック 

・前輪駆動（6×6） 

・積載量8,200lg 

 

(2)ロータリー除雪装置 

狭小区間である路肩部の堆雪処理は除雪プラウでは走

行車線まで広げる必要があり不可のため、公機仕351（ロ

ータリー除雪装置（万能車用））を用いて車両幅内で対

応した。また、車両後方の融雪装置への投雪のため、参

考とした公機仕とは異なる仕様としており、比較は表-2

のとおりである。 

 

表-2 仕様比較 

仕様 本車両 公機仕 

除雪量 15t/h以上 1,200t/h以上 

除雪幅 1.5m以上 2.45m以上 

投雪距離 2m以上 20m以上 

追加① スライド機能  

追加② 壁面用ブラシ  



 

 

図-6 追加機能 

 

(3)融雪装置 

橋梁区間での除排雪作業は通常のロータリー除雪車の

ように投雪は出来ないため、スライダーにて車両後方へ

輸送し、融雪が可能なよう融雪装置を車両後方へ取り付

けた。ロータリー除雪装置及び融雪装置は脱着可能な構

成にしており、雪氷期間以外の時期においてはあおりを

取り付けることで架台トラックとして運用することが可

能となっている。仕様は表-3のとおりである。 

 

表-3 融雪装置仕様 

機能 仕様 

融雪方式 温水流及び噴射方式 

最大融雪能力 15.3t/h以上 

使用燃料 灯油 

燃料タンク 900L 

燃料消費量 180L/h 

保有水量 2,500L 

 

以上の仕様を決定し、車両本体及びロータリー除雪装

置は購入契約を結び新規調達を行い、融雪装置は青森管

理事務所からの保管転換品を用いて組み合わせによる新

規車両とした。 

(2)トラック式ロータリー除雪車の動作 

検討した本車両の主な動作は次のとおりである。 

① 車両工合の融雪装置のボイラーにて温水を生成 

② 車両前方に設置したロータリー除雪装置による雪の

除雪 

③ 除雪した雪を車両上部に設置したスライダー部を介

して融雪装置へ投雪 

 

図-7 スライダー部への投雪 

 

④ 融雪装置において投雪した雪を溶かし、オーバーフ

ローした水を路面へ排水 

 

図-8 融雪装置作動状況 

 

 

図-9 排水状況 

 

また、ロータリー除雪装置の投雪方向は可変であるた

め、融雪装置への投雪以外にも路肩部への投雪等の運用

が可能となっている。 

 

５．トラック式ロータリー除雪車導入に伴う期待する効

果 

令和3年度に導入したが、前年度は稼働実績がなかった

ため、検討した効果の実証はたてられていないが、検討

時の効果としては次のとおりである 

 



(1)橋梁部の路肩堆雪による、冠水への対応 

外環道（埼玉区間）で約3時間通行止めとなった場合の

減収は、平日の日中の場合約11.8百万円であり、休日の

日中の場合約11.0百万円となる。仮に冠水による通行止

めが平日に1回/3年で起きた場合には、15年で約59百万円

の損失が無くなる。 

(2)遮音壁区間における雪の染み出しによる凍結防止作業 

 過去3か年平均で染み出し凍結対策作業は5回/年となっ

ており、トラック式ロータリー除雪車による早期解消を

した場合には薬剤散布が不要となるため3か年で約2百万

の削減となる。 

(3)その他活用方法 

橋梁区間で使用することを目的としているが、排雪置

場が小さく、除排雪作業に時間を要している休憩施設に

おいても使用可能となっており、佐久管理事務所管内東

部湯の丸SA及び長野管理事務所管内黒姫野尻湖PAといっ

た箇所を候補地として試行運用を検討している。 

 

６．まとめ 

今回外環道（埼玉区間）における除排雪作業の課題解

決するために新規車両としてトラック式ロータリー除雪

車の導入を行った。現存の組み合わせによる車両のため、

新規開発にかかる期間や金額を抑えつつ導入を行え、早

期に対応できるようにしたが、前年度の雪氷対策作業に

おける稼働は無かった。令和4年3月に長野管理事務所管

内信濃町ICにて動作確認を実施し、目的としていた作業

の動作が可能であることを確認した。本来の目的として

は橋梁区間における使用ではあるが、長野管理事務所管

内や佐久管理事務所管内といった雪氷地域でも活用する

等柔軟に対応していくことや、稼働させたことによる新

規課題や改善点、改良点があれば継続して対応していき

たい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


